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よる地域におけるインフォーマルな取り組みを行うこ
とが必要とされている。介護保険制度施行以降、福祉
課題を抱えた人に対する支援は、多くの場合、専門職
による公的な制度・サービスによって行われてきた。
しかし前述したように、多様化・複雑化した課題を抱
えて地域で暮らす人を支援していくためには、公的制
度・サービスと地域住民等による地域における支えあ
いとの協働による支援が不可欠である。本人が生活す
る地域において、本人の抱える課題を同じ地域に暮ら
す住民が自らの課題として考え、主体的に問題解決に
参画することが求められる。そのためには、地域を基
盤とした総合的かつ包括的なソーシャルワーク実践、
つまり「地域を基盤としたソーシャルワーク」２）に
基づく住民参加を促す意図的な取り組みが必要とな
る。なぜなら住民が主体的に問題解決に参画する状況
は、現在の血縁、地縁の希薄な社会においては多くの
場合、自然発生的に起こるものではないからである。
そのため地域を基盤としたソーシャルワークによる
「個を地域で支える援助」とともに、そこから明らか
となる地域住民の普遍的課題について共通認識をつく
りあげ、地域づくりにつなげていくこと、つまり「個
を支える地域をつくる援助」を一体的に推進していく
１．研究の背景と目的
　現在、急速な少子高齢化、核家族化、雇用形態の変
化等が進み、高齢者の介護問題や児童に対する虐待、
稼働年齢層のひきこもりや生活困窮等、福祉課題の多
様化・複雑化が進み、かつ誰もが多様な福祉・生活課
題を抱える可能性が高まっている。そのため、こうし
た課題を解決し、その人らしい暮らしを支援していく
ためには、これまでのような公的な制度・サービスだ
けによる福祉課題への対応や、対象者別、課題別の縦
割りによる支援方法では限界があると言える。
　このような状況において、特に高齢者福祉の分野で
提唱されているのが、地域包括ケアシステムの構築で
ある。地域包括ケアシステムとは、「ニーズに応じた
住宅が提供されることを基本としたうえで、生活上の
安全・安心・健康を確保するために医療や介護のみな
らず、福祉サービスも含めた様々な生活サービスが日
常生活の場（日常生活圏域）で適切に提供できるよう
な地域での体制」１）とされている。
　たとえ病気や障害を抱えたとしても、その人らしく
暮らすためには、日常生活圏域において、包括的・継
続的に提供できるサービス体制が整備され、さらには
公的サービスのみならず、ボランティアや住民などに
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ことが必要と言える。
　住民が主体的に問題解決に参画する状況を意図的に
促す仕組みとして、地域住民とともに、個別課題解決
を話し合う「場」とそこから導き出された地域課題解
決について話し合う「場」が必要であると考える。そ
の「場」として岡山県内で取り組まれている「近助個
別ケア会議（住民参加による小地域ケースカンファレ
ンス）」と「小地域ケア会議（小地域単位の地域ケア
会議）」に着目した。小地域ケースカンファレンスと
小地域ケア会議との連携により、住民が主体的に問題
解決に参画し、地域における支えあいが実現すること
で、公的な制度・サービスと地域における支えあいの
協働による地域包括ケアシステムの構築が実現できる
のではないかと考える。そこで本論は、地域包括ケア
システムにおける「住民参加による小地域ケースカン
ファレンス」の有効性に関する調査結果をもとに、小
地域ケースカンファレンスと小地域ケア会議とが地域
包括ケアシステム構築に果たす役割を考察する。
２．地域包括ケアシステムにおける地域ケア会議の位
置づけ
　地域包括ケアシステムの要となる「地域ケア会議」
に焦点をあて、岡山県の取り組みを中心に論ずる。
２―１．岡山県における地域包括ケアシステムと地域
ケア会議の位置づけ
　岡山県では、岡山県社会福祉協議会と岡山県在宅介
護支援センター協議会（現・岡山県地域包括・在宅介
護支援センター協議会）が、2002（平成14）年に「地
域ケア会議の基本機能ならびに組織運営に関する検討
会」を立ち上げ、翌年に報告書「地域ケア会議　岡山
モデル―その機能と役割～住み慣れた地域で、誰もが
生き生きとした暮らしをつくるために～」をまとめ
た。この報告書をもとに岡山県が2005年に発行した「地
域包括支援センター岡山モデル」において、地域ケア
会議を「単なる連絡会としての機能を超える」ものと
し、「『地域ケア会議』の目的は、介護予防・生活支援
の観点から、介護保険外サービス提供が必要な高齢者
を対象に効果的な介護予防・生活支援サービスの総合
調整や地域ケアの総合調整を行うこと」であるとして
いる。そして「広く、元気高齢者から要支援や要介護
者も含めた介護予防・生活支援や地域ケアの総合調整
を目的とした場として『地域ケア会議』を開催してい
く」とその必要性・重要性を明記している３）。このよ
うに地域ケア会議を「誰もが安心していきいきと暮ら
せる福祉のまちづくりに向けて、地域ケア会議は極め
て重要な役割を持つ会議」として早くから位置づけて
いた。その後、前述の両協議会が「在宅福祉開発推進
委員会」を設置して、2006年・2007年に「地域ケア会
議　岡山モデルPart2」として「地域包括支援センター
創設を見据えた、今後の地域包括ケアシステムのあり
方と社会福祉協議会の役割（中間報告）」、「地域包括
ケアシステムのあり方と社会福祉協議会、地域包括支
援センターの果たす役割について」という二つの報告
書を出した。その中で、援助を要する人々を地域で支
える仕組みを作るためには、公的サービスの整備・調
整が必須事項であると同時に、特に地域社会、地域住
民とのつながりの回復・維持を重視すること、そのた
めのサービスや取り組みの実施に地域住民・ボラン
ティアとの連携・協働を強めていくことが必要である
としている。
　この委員会に学識経験者という立場で参画していた
小坂田（2010）は「『地域包括ケアシステム』は、『ニー
ズキャッチシステム』『問題・課題の検討・分析・解
決システム』『連携支援システム』の３つのシステム
を包括的に組み込み、統合させた援助の仕組みであ
り、『個別支援』と『ソーシャル・サポート・ネットワー
クづくり』と『福祉コミュニティづくり』とを統合的
に展開していく仕組み」であると述べている。そして
地域包括ケアシステムは「①ニーズの早期発見機能、
②ニーズへの早期対応（支援）機能、③ネットワーク
機能、④困難ケースへの対応（スーパービジョン・コ
ンサルテーション）機能、⑤社会資源の改善・改良・
開発機能、⑥活動評価機能、⑦福祉教育機能、⑧専門
力（性）育成・向上機能の８つの機能から構成され、
これらの機能が有機的につながり、それぞれの機能を
さらに高め合いながら支援展開されていくもの」とし
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　さらに、地域住民が専門職とともに身近な地域の問
題を早期発見・課題解決していく地域づくりを視野に
入れると、将来的には高齢者に限らず、障害者（児）、
子ども・子育て家庭等といった行政の縦割りを超え
て、すべての地域住民の生活や自立に向けた暮らしを
包括的・統合的に支援していく「地域包括ケアシステ
ム」の構築を目指すことが必要である６）。
　これらを進める上で、「地域包括ケア」推進の中核
機関としての地域包括支援センターと、「住民主体」
を旨に地域福祉を推進する市町村社会福祉協議会など
を中心とした専門機関・団体と地域住民が地域の課題
解決に向けて協働していく場として、「地域ケア会議」
と並んで、今後の「地域包括ケアシステム」の“要”
として新たに「小地域ケア会議」を位置づけた。圏域
ごとに必要とされる制度・サービスや取り組み、ある
いはそのつながりの仕組みや連携の在り方など、地域
全体のケア体制についての総合調整・検討協議の場と
なるのが、「地域ケア会議」、住民の生活の場である小
地域において検討する場が「小地域ケア会議」である。
　つまり、岡山で10年以上前から取り組んできている
「地域包括ケアシステム」は、「住民参画・公私協働
の福祉のまちづくり」であり、①公的サービスの整備・
調整と地域社会の力（地域の主体形成）の促進、②圏
域ごとの地域包括ケアシステムの構築、③福祉分野を
超えた「地域トータルケア」のシステム、という３つ
のポイントがあげられ、それらを協議するシステムの
要として「地域ケア会議」、小地域の中に住民と専門
職とのネットワークの場として「小地域ケア会議」を
出典；「地域ケア会議　岡山モデルPart2～地域包括
支援センター創設を見据えた今後の地域包括ケアシ
ステムのあり方と社会福祉協議会の役割（中間報
告）」（2006）：p.15　に筆者加筆
ている４）。
　援助を要する人が暮らす地域で、地域住民とともに
地域の包括的な支援体制を構築するためには、アウト
リーチによる「早期発見」や「ネットワークによる支
援」を実現し、地域住民への理解啓発のための「福祉
教育」や小地域の「福祉活動組織づくり」といった地
域の主体形成や福祉力を高めていく地域づくり、すな
わち「住民参画・公私協働の福祉のまちづくり」が必
要であるといえる。
　このように住民参画・公私協働の促進が求められ、
さらに市町村合併により行政エリアが広域化する中
で、地域の実情・ニーズに応じたきめ細かな支援体制
づくりが課題となっている。こうした背景を踏まえ、
前掲の「中間報告」において、市町村全域を一つの
サービス圏域としてとらえてきた視点から、援助を要
する人の暮らしの場「生活圏域」を基点として、地域
住民が福祉のまちづくりへ向けた各種のふれあい・学
習・支援活動を組織的に展開する圏域を「福祉区圏
域」、行政、各保健・福祉・医療関係機関（専門職）
が連携・協働して各種のサービス・取り組みを総合調
整していく圏域を「地域福祉圏域（現在では日常生活
圏域）」と圏域構成を定め、地域の実情に応じた地域
包括ケアシステムを模索していくことが必要であると
している５）。（表１）（図１）
表１　地域包括ケアシステムにおける圏域構成
図１　地域ケア会議等を実施する圏域設定
筆者作成
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協議していくのに対して、小地域ケア会議は、各地域
での問題・課題について検討協議していく役割を持つ
ものであるが、２つの会議は、常に連携しながら活動
を進めていく関係である９）。
２―３．近助個別ケア会議（住民参加による小地域
ケースカンファレンス）の位置づけ
　小地域ケア会議の基本的役割の一つである「地域の
要援護ケースについての相談の場」に関しては、「福
祉区圏域」という小地域においてもなお、個人情報や
プライバシーの問題で、個別課題を扱うことは難し
い。そのため、発見された要援護の事例について、近
助個別ケア会議でその支援方法を検討していくことが
望ましい。公助・共助（互助）・自助に加えて「向こ
う三軒両隣」「ご近所」の力である「近助」において
個別事例を検討する近助個別ケア会議、つまり「住民
参加による小地域ケースカンファレンス」を位置づけ
ている。これは、国が示し、市町村が主導で行う「地
域ケア個別会議」とは別に、小地域ケア会議を通して
地域の専門職（地域を基盤とするソーシャルワーカー）
と地域住民が必要性を感じ、主体的に行う個別事例の
小地域ケースカンファレンスのことを言う。
　介護保険制度施行以降、福祉課題を抱えた人に対す
る支援は、多くの場合、専門職による公的な制度・サー
ビスによって行われていた。たとえば前述の「地域ケ
ア個別会議」は行政と地域包括支援センターを中心に
専門職によって構成されている場合が多い。要介護認
定者の支援方針を決める「サービス担当者会議」は、
本人や家族は出席しても、地域住民を交えて開催され
ることはあまりなく、医療・介護従事者を中心に行わ
れ、援助が展開されていた。しかし、独居高齢者や高
齢者のみ世帯等が増える中、介護保険制度による援助
には限界がある。このように、本人の「住み慣れた家
で、なじみの関係の中で暮らしたい」という思いをか
なえるためには、本人が生活する地域において、本人
の抱える課題を地域住民が自らの課題とし、専門職と
協働して問題解決に参画することが求められる。すな
わち「地域を基盤としたソーシャルワーク」に基づく
位置づけているのである。
２―２．小地域ケア会議の位置づけ
　小地域ケア会議とは、住民の暮らしに身近な「福祉
区圏域」で地域の生活（福祉）問題・課題について地
域住民と行政担当者や専門機関・団体の職員等が一緒
に話し合い、知恵を出し合い、その解決に向けて協議
して取り組んでいくことを目的とした場（会議）で
ある７）。これまでバラバラだった専門職による公助の
ネットワークと地域住民による共助のネットワーク
をつなぎ、「システムとしての支援」ができるための
連携・協働をつくりだす場と言える。前述の「地域包
括ケアシステムの８つの機能」のうち、「ネットワー
ク機能」「福祉教育機能」「社会資源の改善・改良・開
発機能」の３つの機能を持つと位置づけることができ
る。そこには、①地域を知る場、②福祉教育の場、③
解決策協議の場、④地域住民と専門職との連携・協働
の場、⑤地域の要援護ケースについての相談の場、⑥
地域包括ケア会議に問題・課題をつなぐ場、という6
つの基本的役割がある８）。（表２）
　さらに小地域ケア会議は、「福祉区圏域」（小学校区・
旧村エリア程度）を開催単位として、地域住民と行政
担当者や保健・福祉等の専門職が出席・参画し、生活
圏の中での検討協議の場として、要援護者の支援とと
もに、福祉コミュニティづくりに向けたさまざまな活
動を協働して推進していく「場（会議）」である。地
域ケア会議が、市町村全体の問題・課題について検討
表２　小地域ケア会議の基本的役割
出典；小坂田（2016）：p.18-19をもとにに筆者作成
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極的参画すること11）という２つの理念が置かれてい
る。２つの理念は以下の４つの特質をもって地域で展
開される。まず、生活課題を抱えた「本人の生活の場
で展開する援助」であり、本人と彼らを取り巻く環境
を対象として一体的に援助を展開する。次に、「援助
対象の拡大」として、援助対象をこれまでの「高齢者」
「児童」等といった福祉の法律上の枠組みに分別した
ものとして捉えるのではなく、地域生活上の「生活の
しづらさ」に焦点を当て、多様な問題に対応するもの
としている。そして援助対象者を、生活課題を抱えた
本人だけではなく、広く地域住民への拡大し、「予防
的かつ積極的アプローチ」として、地域住民が共に生
きる意識（お互いさま意識）を持った地域をつくって
いくという予防的な働きかけを行うというものであ
る。最後に「ネットワークによる連携と協働」があげ
られる。地域を基盤としたソーシャルワークにおいて
は、複数の援助機関、複数の専門職、さらには地域住
民等がネットワークやチームを形成し、連携と協働に
よって援助を提供することがその特質であると指摘し
ている12）。
３―２．住民参加による小地域ケースカンファレンス
の定義と意義
　ここでは、「地域を基盤としたソーシャルワーク」
に基づく「住民参加による小地域ケースカンファレン
ス」の定義および意義を示しておく。
　本稿における「住民参加による小地域ケースカン
ファレンス」とは、「本人の生活する小地域において
支援することを目的として、地域住民が専門職ととも
に参加するケースカンファレンス」と定義する。より
具体的に示すならば、その成立要件として、①生活の
しづらさを抱えた人を小地域で支援することを目的と
すること、②小学校区よりもさらに小さな地域（自治
会等）を単位とすること、③その地域を担当する専門
職によるサポートがあること、④地域住民を含む多様
な支援の担い手が参加すること、という４つがあげら
れる13）。
　ここでいう「小地域」とは、図１で示すように生活
実践が必要となる。
　以下、地域を基盤としたソーシャルワークについて
述べていく。
３．地域を基盤としたソーシャルワークに基づく「住
民参加による小地域ケースカンファレンス」
　岡山県の地域包括ケアシステムに位置付けている近
助個別ケア会議について、「住民参加による小地域ケー
スカンファレンス（以下、小地域ケースカンファレン
ス）」と普遍化し、その定義と意義を明らかにする。
３―１．地域を基盤としたソーシャルワーク
　これまでの「個別支援」は保健福祉専門職が中心に
行い、制度で対応できない部分を民生委員・児童委員
などの一部の地域住民に「協力をお願い」していたこ
とが多かった。特に介護保険制度制定以降は、高齢者
に対する支援の中心は介護保険制度で行われ、それま
で地域で見守りを行っていた地域住民も本人が介護保
険のサービスに結びつくことで安心し、見守りの目が
なくなってしまうなど関係が希薄化してしまう傾向に
あった。また、「地域支援」として、地域のサロン活
動や配食サービスなどが行われていたが、対象者の多
くが介護保険サービスへ移行したことで、小地域福祉
活動の対象者が減り、活動の縮小や廃止を余儀なくさ
れた地域もある。このように「個別支援」と「地域支
援」を別々に進めるだけでは、介護保険制度等のフォー
マルなサービスが入ることでそれまでの地域の支えあ
いが切れてしまうことがある。そもそも地域から孤立
し、制度の狭間で支援につながりにくい人を支援する
ことも難しい。そこで、「個別支援」と「地域支援」
の融合が必要だと言われている。
　岩間は、「『地域を基盤としたソーシャルワーク』と
は、ジェネラリスト・ソーシャルワークを基礎理論と
し、地域で展開する総合相談を実践概念とする、個を
地域で支える援助と個を支える地域をつくる援助を一
体的に推進することを基調とした実践理論の体系」10）
であるとしている。そこには、①本人を援助の中核に
おき、個々の状況に合わせた援助システムを構築する
ことと、②地域住民等のインフォーマルサポートが積
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ある人たち（図中、点線で示した「住民」）に予防的
対応を含めて手をさしのべること（B１）ができるよ
うに働きかけたり、ニーズの早期発見ができる取り組
みや新たなネットワーク形成といった圏域全体を視野
に入れた働きかけ（B２）が含まれる14）。さらに筆者
は、日常生活圏域よりも小さな生活圏域における小地
域ケースカンファレンスをこの図に位置づけ、一点鎖
線を加筆した。（図２）
　そして、A３およびB１のアプローチを促す小地域
ケースカンファレンスの有効性を明らかにするために
以下の調査を行った。
４．住民参加による小地域ケースカンファレンスの有
効性に関する調査
４―１．調査の概要
　「地域における支えあい」を進めるうえで、「住民参
加による小地域ケースカンファレンス」の有効性を示
すことを目的として、地域住民に対してグループイン
タビューを行い、あわせてアンケート調査を実施した。
　具体的には、A県B市の地域包括支援センターが主
催する小地域ケースカンファレンスに赴き、そこに参
加した地域住民に同意を得て調査を行った。この小地
域ケースカンファレンスは当該事例に直接かかわる専
門職と、本人の生活する小地域に暮らす地域住民が、
情報の共有、支援の方向を検討することを目的として
開催されたものである。
　小地域ケースカンファレンス直後にグループインタ
ビューを行い、合わせてアンケート調査を行った。
　調査は2016年６月～９月にかけて行い、調査対象者
は以下の５例の小地域ケースカンファレンスに参加し
た住民22人である。調査の概要は以下の通りである。
（表３）
　インタビューならびにアンケート調査に関しては個
人が特定できないように無記名で行い、回答者につい
て個人および属する地域が特定されない形式の質問項
目とした。また、カンファレンスで検討された事例に
ついても、その個人と地域は特定されないように配慮
した。データは本研究の目的のみ結果を使用する旨を
圏域、いわゆる自治会や町内会、またはさらに小さな
「向こう三軒両隣」といわれるようなごく狭い範囲を
想定している。小地域ケースカンファレンスは、本人
の生活する小地域において、必要に応じて、個別の生
活課題の解決に向けて、予防的な視点をもちながら、
専門職と地域住民が連携・協働して、地域ぐるみで継
続して解決をし、地域の福祉力を高めていくことをめ
ざして行われるものである14）。つまり、「個を地域で
支える援助と個を支える地域をつくる援助を一体的に
推進」する方法の一つとしての意義を持つ。
　岩間は、「個を地域で支える援助」と「個を支える
地域をつくる援助」をそれぞれAとBの２つのアプ
ローチに分けて概念化している。地域に拠点をおく総
合相談の担い手を「ソーシャルワーカー」とし、援
助を必要としているクライエントを「本人」、各種専
門機関を「専門機関等」、本人に関わりを持つ住民を
「地域住民」として、図２で表した。「個を地域で支
える援助」であるAのアプローチは、本人の支援に直
接かかわるアプローチである。ソーシャルワーカーが
本人に直接働きかけるアプローチ（A１）に加えて、
専門機関等による専門的サービスの提供（A２）や、
近隣の地域住民やボランティア等から本人への生活支
援（A３）を含んでいる。Aのアプローチと同時並行
で「個を支える地域をつくる援助」であるBには、本
人に関わった地域住民たちがその過程で新たな気づき
を得て、地域のほかのニーズのある人やその可能性の
図２　「地域を基盤としたソーシャルワークにおける
２つのアプローチ」と小地域ケースカンファレン
スの位置づけ　　　　　　　　　　　　　　　　
出典；岩間・原田（2012）: p.42　より筆者加筆
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デッド・セオリ ・ーアプローチ（M-GTA）を用いた。
　加えて、カンファレンス前後にアンケート調査を
行った。「カンファレンスで取り上げたＡさんの生活
を地域で支えることについて、カンファレンス＜前＞
と＜後＞の２つの時点においてどのような意識である
か、「１．とても支えたい」「２．支えたい」「３．ど
ちらかといえば支えたい」「４．どちらともいえない」
「５．どちらかといえば支えたくない」「６．支えた
くない」「７．まったく支えたくない」という７段階
の表を示し、カンファレンスの場で回答してもらった。
４―３．調査結果
　インタビューでは、「カンファレンスで情報を共有
したことで、本人の具体的な困り事が分かり、自分に
もできることがあるとわかった」、「本人のこれまでの
生活がわかったので、ここで暮らしたいという気持ち
に共感できた」など、地域住民が本人を理解できたこ
とで「地域における支えあい」の意識が高まったこと
がわかった。また、「専門職が入っていることがわかっ
たので、日常の見守りをすればよいと思い安心した」、
「これまではどこまでかかわればよいのかわからず不
安であったが、何かあれば専門職につなぐことができ
るとわかり、安心してかかわれると思った」など、専
門職との連携があることで、今後、積極的に支えあい
に関与できそうだという声がきかれた。
　インタビューの逐語録はM-GTAの分析方法に従っ
て6つのカテゴリーを生成した。さらに分析した結果
の概要をストーリーラインで示すという課題整理を
行った。今回の調査結果から「住民の気づきを促す小
地域ケースカンファレンスの意義」として、下記の６
点を抽出した。
調査対象者及び関係者に周知し、了承を得た。研究内
容については、2016年６月８日に行われた大阪市立大
学生活科学部・生活科学研究科研究倫理委員会にて審
査され、承認された。（申請番号16-13）
４―２．データ収集と分析方法
　インタビューは、カンファレンス直後に専門職には
退席してもらい、地域住民だけに対して半構造化面接
法を用いたグループインタビューにより行った。イン
タビュー項目は以下の５つである。
　インタビューはICレコーダーに録音し、逐語録を
作成した。この調査研究は、木下（1999）による「ヒュー
マンサービス領域であること」、「社会的相互作用があ
ること」、「現象がプロセス的であること」の３要件に
あてはまる15）ことから、分析方法は修正版グラウン
表３　調査の概要
①カンファレンスで取り上げたAさんへの理解
②カンファレンスで取り上げたAさんへの支援に
ついての意識
③地域のAさん以外の人に対する支援についての
意識
④当該地域に不足している活動やサービスについ
ての意識
⑤その他 ①現状を了解することによって、自分にもできる
ことに気づく
②他人事ではないと感じ、地域における支えあい
の必要性に気づく
③地域（住民）にもできることがあると気づく
④共通する地域課題に対して協議する必要性に気
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　ここで示したソーシャルワーカーの機能は、本人の
抱える課題を具体的に示すことで、誰にでも課題を抱
える可能性があるという気づきを地域住民に促す働き
かけであり、同じ地域に住む人の課題として示すこと
で、地域住民が自分たちの課題として共感できるよう
に促す働きかけである。
②自分たちにもできることがあることの気づきと共有
の場
　小地域ケースカンファレンスにおいて示した意義の
うち、①現状を了解することによって、自分にもでき
ることに気づく、②他人事ではないと感じ、地域の支
え合いの必要性に気づく、③地域（住民）にもできる
ことがあると気づく、という３つの要素をソーシャル
ワークの観点から考察すると《自分たちにもできるこ
とがあることの気づきと共有の場》と表現できる。
　これまで、生活のしづらさを抱えた人に対する支援
は多くの場合、公的制度・サービスによって行われて
きた。しかし、これまでにも述べてきたように、地域
住民を含めた多様な担い手による支援が求められてい
る。地域住民が本人の抱える課題を自分たちの課題と
して認識したことにより、主体的に支援に関わろうと
いう動機が生まれる。その動機は、地域住民が住民同
士で話し合い、自分たちの関わりを共有することによ
り後押しされる。
　伊丹は、「場とは、人びとがそこに参加し、意識・
無意識のうちに相互に観察し、コミュニケーションを
行ない、相互に理解し、相互に働きかけあい、相互に
心理的刺激をする、その状況の枠組みのことである」、
そこで重要なことは「心理的共振」が生まれることで
あると述べている17）。地域住民同士が話し合う「場」
があることで、自分たちの地域課題として認識した課
題を、より深められるのである。田村は、「自ら生き
る地域について知り、それについて学ぶということ
は、地域を支えるさまざまな要素や脈絡（コンテクス
ト）に気づくことで不安がもたらされ、自らが変わる、
すなわち自らが活性化される」18）と述べている。つ
まり、コミュニティや地域を住民自らが「変えていく」
ためには、住民自らの気づきと主体性が必要となる。
　これら６点の内容が、ソーシャルワーク実践とし
て、小地域ケースカンファレンスが重要なツールとな
り得ることを明らかにしていくために、ソーシャル
ワークの観点から論じることとする。
①生活のしづらさの実際に触れ、自分たちの課題とし
て認識する場
　小地域ケースカンファレンスにおいて示した意義の
うち、①現状を了解することによって、自分にもでき
ることに気づく、②他人事ではないと感じ、地域の支
えあいの必要性に気づく、④共通する地域課題に対し
て協議する必要性に気づく、という３つの要素は、ソー
シャルワークの観点から考察すると《生活のしづらさ
の実際に触れ、自分たちの課題として認識する場》で
あると表現できる。
　ソーシャルワーカーの役割の一つは、本人の生活の
しづらさを地域住民に見えるようにし、住民自身の気
づきを深めるように働きかけることである。小地域
ケースカンファレンスは、本人が生活する小地域で開
催するカンファレンスである。地域住民が、誰か知ら
ない他所の人ではない、以前から知っている、もしく
は良くは知らないが、同じ地域に住むという自分と共
通点を持った人が抱える生活のしづらさを、現実具体
の課題として触れることに大きな意味がある。つまり
「知ってしまったからには放っておけない」という、
地域住民の心が動く場を作ることである。そこでは
ソーシャルワーカーが本人の持つ力を地域住民に伝
え、本人が生活の主体者であることを示す働きかけが
必要である。同じ地域の住民が主体的に生活をする中
で、いま何らかの課題を抱えている、しかしそのよう
に課題を抱えることは誰にでも起こりうる、というこ
とを丁寧に伝えていき、地域住民の共感を引き出すこ
とが必要なのである。
　づく
⑤専門職の役割を知ることで、協議することの意
義に気づく
⑥親族との良好なつながりが必要であることに気
づく
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は『地域福祉』とは異なるものである。地域福祉は存
在概念ではなく、形成概念であり、人とともに形成を
していかなければコミュニティの構築はできない」19）
と述べている。「地縁」という受動的な関係から「地
域福祉（福祉コミュニティの構築）」という能動的な
関係をつくる働きかけが必要とされている。
　ここでのソーシャルワーカーの役割は、本人に必要
な支援を具体化し、地域住民が担う部分が明らかにな
るように、地域住民と専門職とがともに話し合える場
を持つ働きかけである。
④地域住民と専門職とが協働する場
　小地域ケースカンファレンスにおける、③地域（住
民）にもできることがあると気づく、④共通する地域
課題に対して協議する必要性に気づく、⑤専門職の役
割を知ることで、協議することの意義に気づく、とい
う３つの意義を整理すると《地域住民と専門職とが協
働する場》であると表現できる。
　地域における多様な生活課題に対して、多様な担い
手が支援にかかわることに大きな意味がある。地域の
課題を地域で解決するために、地域住民と専門職との
ネットワークによる連携と協働の支援が求められる。
　しかしながら、どのような場合も協働できるとは限
らない。緊急介入が必要な事例や虐待等の重篤な事例
については、専門性の高い援助が求められるため、住
民参加による小地域ケースカンファレンスの対象には
そぐわない。むしろニーズの発見や日常的な見守り支
援が必要な事例については、地域の力が効果を発揮す
る。予防的な視点でこれから支援を検討する事例、日
常の生活支援が必要な事例、重篤な課題が解決し安定
したが、継続的な見守りが必要な事例、などについて
地域の力を積極的に活用し、専門職との連携を行うと
いう視点が大切である。公的な制度・サービスの持つ
継続性・安定性・普遍性だが画一的な支援と、友人・
近隣・ボランティア等のインフォーマルサポートの持
つ自発性・先駆性・個別性だが不安定な支援という２
つの性質を理解したうえで、役割分担を行い、専門職
と地域住民との連携・協働を進めることが重要である。
　ここでのソーシャルワーカーの役割は、地域住民と
地域住民が自分たちにもできることに気づくことによ
り、住民の中に生まれた「本人にかかわろう」という
動機が、同じ地域住民とともに、より具体的な支援へ
とつながっていく。それは意識の壁をも低くする。
　さらに、地域住民同士が話しあう中で、あらたな発
想や創造的な提案が生まれることもある。そこから新
たな社会資源の開発にもつながる。自分たちで地域を
変えていく力、つまり個を支える地域をつくる力にも
つながっていく。ここで示すソーシャルワーカーの機
能は、地域住民が自分たちにもできることがあると気
づくように促すことであり、そのために、地域住民同
士が一堂に会して課題を共有できる場をつくる働きか
けが重要である。
③地域住民による事例への働きかけを具体化する場
　小地域ケースカンファレンスにおける、①現状を了
解することによって、自分にもできることに気づく、
⑤専門職の役割を知ることで、協議することの意義に
気づく、⑥親族との良好なつながりが必要であること
に気づく、という３つの意義は《地域住民による事例
への働きかけを具体化する場》であると再整理するこ
とができる。
　ソーシャルワーカーの役割の一つは、本人のできる
こと、本人がしていること、少し手助けすればできる
ことなどの課題を整理し、地域住民に具体的に必要な
支援を示すことである。同時に、地域住民自身ができ
ることを見つけたり、地域の中にある力を認識して支
援に活用したりすることで、住民が支援チームの一員
として主体的にかかわることができるように促すこと
が大切である。そうすることで、地域住民は、「どの
ような声かけをすれば良いかわかった」、「気にかける
タイミングがわかった」など、本人の状況に合わせて
具体的な支援が行えるようになるのである。
　人と人とは互いに影響し合う存在であり、地域住民
自身や地域の社会資源が、課題解決の力になれるとい
う気づきは、本人と地域住民との間に新しいつながり
や関係性を生み出す可能性にもなる。阿部は、「地縁
とは地域に縁があるということで、地域で人と人が自
然に結ばれていることを『地縁社会』というが、これ
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職とが協働する場」は、ソーシャルワーカーが本人に
直接働きかけるアプローチ（A１）に加えて、専門機関
等による専門的サービスの提供（A２）や、近隣の地
域住民やボランティア等から本人への生活支援（A３）
の協働を促すアプローチ（A５）であり、さらにニー
ズの早期発見ができる取り組みや新たなネットワーク
形成といった圏域全体を視野に入れた働きかけ（B２）
が含まれる。
５．考察
　以上、住民参加による小地域ケースカンファレンス
の有効性を４つの意義に整理して示した。
　岩間は「日常生活圏域における『個を地域で支える
援助（A）』と『個を支える地域をつくる援助（B）』
を同時並行で推進する点に特徴があるが、さらに複数
の地域における実践を束ねていくことによって、（C）
の『地域福祉の基盤づくり』につながることになる。
さらに、同時並行で（C）の『地域福祉の基盤づくり』
の側から（B）の『個を支える地域をつくる援助』を
活性化するアプローチも重要となる。そうした蓄積に
よって、『地域福祉の基盤づくり（C）』の推進が『個
を地域で支える（A）』という個別支援に寄与するこ
とになるという円環的な関係がもたらさせる。横U字
型の矢印が（A）に戻ってきた時点で、螺旋状に底上
げされる形で地域の福祉力が向上してくことになる」
と述べ、以下のように図に表した21）。（図４）
　小地域ケースカンファレンスは「個を地域で支える
専門職がそれぞれの役割を確認し、連携・協働するた
めの取り決めを行う場をつくる働きかけである。
⑤まとめ
　ここまで、ソーシャルワークの観点から見た小地域
ケースカンファレンスにおけるソーシャルワーカーの
役割について４点を考察した。この４つの働きを「地
域を基盤としたソーシャルワークにおける２つのアプ
ローチ」20）と小地域ケースカンファレンスの位置づ
けの図に整理した。（図３）
　「１．生活のしづらさの実際に触れ、自分たちの課
題として認識する場」は、近隣の地域住民やボラン
ティア等から本人への生活支援（A３）を促すソーシャ
ルワーカーのアプローチ（A４）と言える。「２．自分
たちにもできることがあることの気づきと共有の場」
は、本人にかかわった地域住民たちがその過程で住民
同士でかかわりあい、新たな気づきを得たこと（B１’）
から、地域のほかのニーズのある人やその可能性のあ
る人たち（図中の点線で示した「住民」）に予防的対
応を含めて手をさしのべること（B１）ができるよう
なアプローチ（A５）である。「３．地域住民による事
例への働きかけを具体化する場」は、近隣の地域住民
やボランティア等が主体的に本人への生活支援（A３）
へかかわるように、地域住民の主体性を促すアプロー
チ（A５）ということができる。「４．地域住民と専門
図３　「地域を基盤としたソーシャルワークにおける
２つのアプローチ」と小地域ケースカンファレン
スの位置づけ　　　　　　　　　　　　　　　　
出典；岩間・原田（2012）: p.42　より筆者加筆
図４　「地域を基盤としたソーシャルワーク」と「地
域福祉の基盤づくり」の位置づけ　　　　　　　
出典；岩間・原田（2012）: p.3
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福祉課題には無関心であったり、生活のしづらさを抱
えた人を排除してしまったりする人もいるかもしれな
い。小地域ケースカンファレンスを通して支援に関
わった住民が小地域福祉活動を活性化し、小地域ケア
会議を通して広く住民の地域福祉への関心を高めると
いう相乗効果が期待できる。さらに小地域ケア会議と
地域ケア会議が連動することにより、個別支援から地
域課題解決につながる「地域包括ケアシステム」が機
能するといえる。
　岡山県では「2025年に向けた地域包括ケアシステム
における、地域ケア会議のフロー図」として、特に高
齢者福祉対策においては、介護保険法に示された地域
ケア会議の５つの機能に沿って、市町村もしくは地域
包括支援センターが行う「個別ケア会議（地域ケア個
別会議）」、「圏域地域ケア会議」「市町村地域ケア会議」
に至るフローと、地域福祉対策としての「近助個別ケ
ア会議」と「小地域ケア会議」から「圏域地域ケア会議」
「市町村地域ケア会議」に至るフローを示した。高齢
援助（A）」と「個を支える地域をつくる援助（B）」
を行う「場」であり、小地域ケア会議は「個を支える
地域をつくる援助（B）」と「地域福祉の基盤づくり（C）」
行う「場」であると位置づけられる。個別事例を検討
する小地域ケースカンファレンスと、地域で支援する
ことの意味や地域課題を検討する小地域ケア会議、２
つの場が連携することで、より地域の福祉力形成に大
きな効果が期待できる21）。
　小地域ケア会議で検討した小地域福祉活動は、具体
的な事例に結びつかない場合、活動が形骸化し、住民
同士の支えあいや見守りに対する関心が低下しがちで
ある。そのため、小地域ケースカンファレンスを開催
し、生活のしづらさを抱えた人と地域住民を意識的に
結びつけていくことが有効だと考える。専門職と連
携・協働して支援を行うことで、住民自身が支援の目
的や必要性を実感し、支えあいの意識が向上する。地
域住民の中には、「地域での支えあいは必要」という
標語は受け入れても、実際に自分の住む地域で起こる
図５　「2025年に向けた地域包括ケアシステムにおける地域ケア会議のフロー図」
作成；岡山県保健福祉部長寿社会課・岡山県社会福祉協議会
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